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パートＢ 

◆◆ 手 続 ◆◆ 

第Ⅰ章：一般的事項 
 

序 文 
 
本章において、出願人および名義人そして各国官庁にとって関心のある手続上の問題に関して述

べられている。国際事務局（通信方法、期間の計算および通信のための言語を含む）との通信、

手数料の支払および国際事務局への提出に関する取扱いについて述べられている。 
 
 
国際事務局への通信 

01.01      ３つの通信が、主なものとして考えられる。： 
 －  国際事務局と締約国等の官庁との間 
 －  国際事務局と出願人、名義人又はその代理人との間 
 －  出願人、名義人（又は代理人）と官庁との間 
01.02      国際事務局が関与しない通信（官庁と出願人、名義人又はその代
理人との間での通信をいう。）は、協定と議定書及び規則外のことである。こ

れらは締約国等の関連する法律と運用の問題である。例えば、国際出願をどの

ように申請するか、願書について様式、署名、言語、その他に関する特有の条

件にはどのようなものがあるか判断するのは、本国官庁の領域である。同様に、

保護が拒絶された場合、指定された締約国等の官庁が国際事務局に通信する方

法は規則に定められているが、拒絶に関して官庁と名義人との間における、そ

の後の直接の通信の方法及び言語については、その官庁における法律及び運用

によって定めてられる。 
01.03      国際事務局と官庁、出願人又は名義人との間の通信における、様
式、方法、言語及び通信の効力発生日については規則及び実施細則に定めてあ

る。特に規則は、通信を直接国際事務局と行うか、官庁を通じて行うか、その

選択を出願人又は名義人に委ねる場合もある。しかし、選択の余地のない場合

もある。特に国際出願は必ず本国官庁を通じて提出しなければならない。 
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01.04      特定しない限り、本ガイドが言及する出願人又は名義人への、又
は出願人又は名義人からの通信については、出願人又は名義人のための代理人

を国際登録簿に登録された場合、その連絡は当該代理人へ、又は有効な当該代

理人によって行ってもよいと解釈するものとする。（パラグラフ11.03～11.05
参照） 

 

 通信の方法 
02.01      出願人又は名義人と、国際事務局との通信は書面によらなければ
ならない。官庁と国際事務局との通信は、書面又は電子的手段による通信でも

よい。 
 
   書面による通信 

02.02      国際事務局あての通信は、手交でもよく、また郵送（郵便又は他
の配達業務による）・ファクシミリ・（その通信が官庁より送付される場合には）

電子的手段による送信でもよい。 
AI ｾｸｼｮﾝ 6       02.03      国際事務局あての書面による通信はすべて、タイプ又は別段の書

面によらなければならない。手書きの通信は受理されない。書面による通信は

すべて受理された際に国際事務局でイメージで読み込みされるために、片面の

みの記入でなければならない。通信には署名を行わなければならない。署名は

手書き、印刷、スタンプでもよく、又は印章に代えてもよい。印章を使用した

人物の氏名を書面に記す必要はない。 
A.I.ｾｸｼｮﾝ 7      02.04      複数の書類を一つの封筒で国際事務局あてに郵送する場合は、各書

類を特定したリストを記載しなければならない。国際事務局はリストと実際に

受け取った書類に相違があれば、送付者に知らせる。 
 
     ファクシミリ 
A.I.ｾｸｼｮﾝ 8     02.05      通信はすべてファクシミリにより国際事務局へ送信することがで

きる。通信を公式様式により提出する必要がある場合は、ファクシミリに当該

公式様式を使用しなければならない。 
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A.I.ｾｸｼｮﾝ 9(a)    02.06      ファクシミリによって書類を送信する場合には、新しい通信のた
めに間違う可能性があるリスクを負っているため、原本を送付する必要はない。

この規則には一つだけ例外がある。国際出願を本国官庁が国際事務局へファク

シミリで送信する場合、官庁は標章見本の複製を添付した国際出願の原本も送

付しなければならない（パラグラフＢ.・.09.04参照）。 
A.I.ｾｸｼｮﾝ 10      02.07     発信者が確認され、ファクシミリが届いたときは、国際事務局は

速やかにファクシミリにより、ファクシミリ通信の受領と、通信について欠陥

があった場合にはこれを、すべて知らせる。（例えば、通信が不完全な場合又

は判読しずらい場合） 
02.08     ジュネーブと送信される場所との間に時差があるため、ファクシミ
リによる通報を開始した日付が国際事務局が受信した日付と異なる場合、２つ

の日付のうち早い方の日付を国際事務局が受理した日付であると解釈するも

のとする。 
     
 
   電子的通信 
A.I.ｾｸｼｮﾝ 11 
規則 2(2)     03.01     官庁と国際事務局との間の通信はすべて、国際出願の提出も含め、

電子的通信で行うことができる。このような通信の手段は、公式様式の提出や

送信者の自己確認の方法も含め、各官庁と国際事務局との間で合意されていな

ければならない。 
規則 2(6)(b)      03.02     発信者が確認され、受信した電子的通信の受け取りと通信の欠陥が

あればこれをすべて、国際事務局は速やかに電子的通信により知らせる（例え

ば、通信が不完全な場合又は判読しずらい場合）。 
規則 2(6)(c)      03.03     ジュネーブと事務局との間に時差があるため、電子的方法による送

信を開始した日付が国際事務局が受信した日付と異なる場合、２つの日付のう

ち早い方の日付を国際事務局が受理した日付であると解釈するものとする。 
   
   公式様式 
規則 1(xxvii)     04.01     協定・議定書及び規則において公式様式を使用する必要があるとさ

れている場合、国際事務局が作成した様式を使用する。この様式は、パートＤ

にまとめてある。現在有効な様式は、国際事務局及び締約国等の官庁で入手す

ることができる。 
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規則 1(xxvii)     04.02     国際事務局が作成した様式を使用することは一つの選択肢にすぎ
ず、官庁・出願人又は名義人は独自の様式を作成することができる。このよう

に独自作成した様式も公式様式と同じ内容・形式であることを条件とした上で、

国際事務局は受理する。しかし、このような書類が官庁を通じて提出された場

合（例えば、国際出願）、受理するかどうか判断するのはその官庁とする。 
04.03      このような独自に作成した様式における項目は、国際事務局が作
成した様式と同じ間隔あけ及びレイアウトである必要はない。実際、このよう

な様式を独自に作成すれば項目に必要なだけのスペースを自由に割くことが

できるという利点がある。国際出願が複数の出願人の連名であったり、特に長

いリストが商品やサービスに必要であったりする場合、このような独自に作成

した様式を使用すれば、別紙を連続して付ける必要がなくなる。しかし次のよ

うな規定に注意する必要がある。 
   －  様式には、Ａ４の用紙で片面のみ記入するものとする。 
   －  様式には、国際事務局が作成した公式様式と、同じ番号・表題の項目
を、同じ順序で並べるものとする。 
   －  公式様式にチェック・ボックスが必要であれば、ボックスのある様式
を作成するものとする。 
   －  項目を使用しない又は適切でない場合でも項目を削除してはならず、
“不適切”、“無し”又は“使用しない”というような適切な指摘を添えておく

ものとする。例えば、独自に作成した様式で提出した国際出願に優先権の主張

がない場合、その様式の項目５と７の間に、次のような適切な指摘を添えて関

連する記載を行うものとする。： 
                     “６．優先権：主張しない” 
   －  国際出願の場合、標章の複製は公式様式と同じサイズのボックス（8cm
×8cm）へ記入しなければならない。このような複製が２種類ある場合（一つ
は白黒、もう一つはカラー）（パラグラフ II. 14.06 参照）、両方とも同じペー
ジに記入するものとする。 

A.I.ｾｸｼｮﾝ 6 04.04     書類はタイプライター等の機器を使用して、読みやすく記入しな 
ければならない。手書による書類は受け付けない。 

 
     通信用紙 

04.05     様式のどこであれ利用できるスペースが不十分であれば（例えば、
国際出願の場合、２以上の出願人がいる場合、２以上の基礎登録又は基礎出願

がある場合又は２以上の優先権に基づく出願がある場合等）、一枚又はそれ以

上の枚数の連続用紙を使用するものとする。（独自に作成した様式でこのよう

な連続用紙を必要としない場合はその限りではない。）連続用紙には“項目番

号…の続き”などの同じ事項であることを表わす、様式に必要な情報を表示す

る必要がある。使用する連続用紙の番号は、様式の冒頭に設けられたボックス

に表示しなければならない。 
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     日付の表示 
04.06     公式様式における日付の指定は、二桁の日の数字、二桁の月の数字
に四桁の年の数字を続けて、すべてアラビア数字とし、日・月・年はスラッシ

ュ(/)で区切るものとする。例えば 2001年 3月 9日は、“09/03/2001”と表示
するものとする。 

 
     非公式な様式 

04.07      公式様式の他に、様々な非公式な様式を利用することができる。
例えば、国際登録の更新がある。これらの様式を使用することは義務ではなく、

利用者の便宜のために国際事務局が提供しているものである。 
 

 期間の計算 
05.01      協定・議定書及び規則では、所定の通信に不可欠な期間を定めて
ある。通常、期間の終了日とは国際事務局が通信を受理しなければならない日

のことである。例外として、指定された締約国等の官庁が保護の拒絶を通報す

る期間がある。この場合の日付は、決定を下す官庁が国際事務局へ通報を送付

する日となる。 
規則 4(5)、 
規則 4(1)、 
規則 4(2)、 
規則 4(3)         05.02     国際事務局からの通報に関する期間は、すべて次のような規則に

従って計算し、その期間の終了日を設定する。 
  －  年をもって表示される期間はすべて、該当するその後の年の、その期
間が開始する事象と同じ数を持つ月の同じ数を持つ日に満了する。ただし、例

外として 2月 29日で始まった期間は、この日が無い年で満了する場合、２月
28日で満了する。例えば、1996年 2月 20日から 10年間の期間は 2006年２
月 20日に満了し、1996年 2月 29日から 10年間の期間は 2006年 2月 28日
に満了する。 
  －  月をもって表示される期間はすべて、該当するその後の月の、その期
間が開始する事象と同じ数を持つ日に満了する。ただし、例外としてその日が

無い場合は、その月の最後の日にその期間は満了する。例えば、1月 31日に
始まる 2ヶ月の期間は 3月 31日に満了し、同じ日に始まる３ヶ月の期間は 4
月 30日に満了する。 
  －  日をもって表示される期間はすべて、該当する事象が発生した日の翌
日から開始する。例えば、該当する事象がある月の 12日に始まる場合、数え
て 10日間の期間はその月の 22日に満了する。 
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規則 4(4) 
規則 32(2)(v)      05.03     パラグラフ 05.02 に従って、国際事務局が通報を受け取らなけれ

ばならない期間が、国際事務局が開庁されていない日に満了する場合、期間は、

次の国際事務局開庁した日に満了する。例えば、国際事務局が通報を受理しな

ければならない期間が土曜日又は日曜日に満了する場合、次の月曜日に通報を

受理したならば締切りに間に合ったことになる（その月曜日が祝日ではないと

仮定する。）。また、例えば、10月 1日から始まる 3ヶ月の期間は 1月 1日に
満了せず（国際事務局は休みである。）、次の開庁日に満了する。その年および

翌年の国際事務局が開庁しない日の一覧表が WIPO の国際標章公報に公表さ
れている（パラグラフA.07.02を参照）。 

 
05.04      同様に、パラグラフ 05.02に従い、官庁が国際事務局へ通信しな
ければならない通報（保護の拒絶の通報のような）の期間が、関係する官庁が

開庁していない日に満了する場合、これに続く官庁が開庁する日に満了する。

これは、この期間が、期間内に官庁が通信を送付するという前提のもとに設定

されている場合にのみ適用される、という点に注意を要する。期間がその期間

内に国際事務局が通信を受理するという前提のもとに設定されている場合、適

用されるのはパラグラフ 05.03である。国際事務局がその通信を期日より遅れ
て受理した場合、送付する官庁が閉庁していたために発送が遅れたという理由

では容認されることはない。 
 

 郵便業務及び配達業務の欠陥 
規則 5(1)＆(2)    06.01      郵便業務及び配達業務の欠陥によって、出願人、名義人又は官庁

から国際事務局あての通信が不正に遅れた場合又は遺失した場合は、送付者が

尽くすべき手段を講じ、適正な時にその通信を送付したのであれば、免責され

る。規則では、締切りに間に合わなかったという欠陥は、通報を発送する当事

者が国際事務局に対し納得のいくような証拠を提示すれば、免責されることに

なっている。 
  （ⅰ）通信が期間終了の少なくとも 5 日前までに国際事務局宛て郵送ま
た送付された場合、又は期間終了の 10日前までの間に郵便業務及び配達業務
が戦争・革命・暴動・ストライキ・自然災害・その他の原因のために阻害され

た場合で、郵便業務及び配達業務が再開されて 5 日以内にその通信が郵送又
は送られた場合、 
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  （ⅱ）その通信の郵送が登録されたか、又は郵送の日に郵便業務及び配達

業務が通信の詳細を記録している場合、 及び、 
  （ⅲ）郵便で通信し、通常は通信から２日以内に国際事務局へ届く地域か

らのすべての種類の郵便、及び一部の郵便又は航空便が届かなかった場合。 
規則 5(3)         06.02     通信が期日に間に合わなかったという失敗は、その証拠がパラグ

ラフ 06.01 に該当する証拠及び、その通信又はその複製をは期間の終了後 6
ヶ月以内に国際事務局が受理する場合のみ免責される。 

3条(4)、 
規則 24(6)(b)、 
規則 5(4)         06.03     国際出願又は事後指定を、官庁が提出した２ヶ月以上後に国際事

務局が受け取った場合、その国際登録又は事後指定は、通常実際に国際事務局

が受け取った日に受理したことになる。しかし、関係する官庁が受取りが遅れ

たのは郵便業務及び配達業務の欠陥によると指摘がある場合、国際出願又は事

後指定は期間前に受理されたと解釈され（よって、かかる本国官庁が提出した

日付を維持することができる。パラグラフⅡ.28.01と 45.02参照）、パラグラ
フ 06.01と 02が適用される。 

 

 言 語 

   協定に基づくすべての指定 
規則 6(1)(a)      07.01     協定のみに支配される出願は、フランス語で記載しなければならな

い。 
規則 6(2)(a)      07.02     協定のみに支配される国際出願において、出願人及び官庁が国際事

務局にあてる通信はすべてフランス語でしなければならない。このような出願

では、国際事務局が出願人及び官庁へあてる通信もまたフランス語で行う。 
07.03    一般規定として、出願から国際登録に至るすべての通信は同様にフ
ランス語でなければならないとされている。しかし、締約国等が議定書に基づ

いて事後指定をした場合は、代わりにパラグラフ 07.05から 07が適用される。 
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   議定書に基づく一部又はすべての指定 
規則 6(1)(b)      07.04     議定書のみにより、又は協定と議定書の双方に支配される国際出願

は、本国官庁の定めに従い、英語又はフランス語のいずれかで提出することが

できる。これにより本国官庁は、出願はすべて英語によることも、フランス語

によることとすることもできる。また、出願人に、英語又はフランス語のいず

れかを選択することも許すこともできるものとする。 
規則 6(2)(b)(ⅰ)   07.05     関連するすべての通信、すなわち、以下に掲げる国際事務局にあて

た通信は（官庁、出願人又は名義人によるかは問わない）、通報を送付する当

事者の選択により、国際出願に提出した言語に関係なく英語又はフランス語の

いずれにより行ってもよい。 
  －  議定書のみにより又は協定と議定書の双方に支配された国際出願 
  －  このような出願による国際登録、又は 
  －  協定のみに支配される国際出願による国際登録、ただし、締約国等に
議定書に基づいてされた事後指定に関するものを除く。 

規則 6(2)(b)(ⅲ)   07.06     パラグラフ 07.05 で言及された出願又は登録に関して国際事務局
が官庁にあてたあらゆる通報は、通常、国際出願時の言語が使用される。この

規則は、協定のみに支配されている官庁が、議定書に基づく指定を含む英語に

よる国際出願がなされた場合に、国際登録に関係する通報を英語で受理する場

合である。しかし、官庁は国際事務局に、国際出願時の言語に関係なく、この

ような国際出願又は登録に関する通報はすべて英語で又はフランス語で受理

したいと通報することができる。 
規則 6(2)(b)(ⅳ)   07.07     パラグラフ 07.05で言及された出願又は登録に関して、国際事務局

が出願人又は名義人にあてる通報はすべて、通常、国際出願時の言語が使用さ

れる。しかし、出願人又は名義人は、国際出願の際に関連するボックスにチェ

ックすることにより、国際出願時の言語に関係なくこのような通報をすべて英

語で又はフランス語によって受理したい旨を国際事務局に知らせることがで

きる。 
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 国際事務局への手数料の支払い 
08.01     国際出願又は国際登録に関して支払われる手数料の総額は、規則に
添付された手数料表に規定されているか、又は（個別手数料の場合）関連する

締約国等により定められている。個別手数料に関する情報は、国際事務局が発

行する定期刊行の公報により公表される（パートＣも参照）。 
規則 34(2)(a)     08.02     手数料は、出願人又は名義人が直接国際事務局へ支払うことができ

る。または、本国官庁又は名義人の締約国の官庁がこのような手数料を徴収・

送金することに同意した場合、出願人又は名義人は当該官庁を通じて国際事務

局へ手数料を支払うことができる。しかし、出願人又は名義人は、官庁を通じ

て手数料を支払うよう要求することはできない。 
規則 34(2)(b)、 
規則 32(2)(ⅳ)    08.03      手数料を徴収し国際事務局へ送金することを引き受けた官庁は、

その旨をWIPOの事務局長に通報しなければならない。この通報はすべて国
際事務局が発行する定期刊行の公報により公表される（パートＣ参照）。 

 
   支払いの通貨 
規則 35(1)     08.04      国際事務局への支払いはすべてスイス通貨でなければならない。

手数料の徴収と送金を引き受けた官庁は、他の通貨で出願人又は名義人から支

払を徴収することができる。しかし、官庁から国際事務局への送金はスイス通

貨でなければならない。 
 
   支払いの方法 
A.I.ｾｸｼｮﾝ 19        08.05      国際事務局への手数料の支払い： 

（ⅰ）国際事務局に開設されている口座からの引き落とし 
（ⅱ）スイス郵便小切手口座又は国際事務局の特定の銀行口座への支払い              
(ⅲ)銀行小切手、又は 
(ⅳ)現金で国際事務局へ支払 
頻繁に国際事務局と取引きのある出願人、名義人又は代理人（若しくは事実上

の官庁）は（特許協力条約に基づく出願又はハーグ協定に基づく寄託のような

標章の国際登録以外の件に関する場合もある。）、国際事務局に開設されている

口座を維持することが有効であることが分かる。これにより手数料の支払いは

格段に簡略化され、下記に述べるように、支払が遅れる又は誤るといった手続

の欠陥を引き起こすリスクが軽減されることになる。もちろん、この支払い方

法は口座上で完全な決算が行われることを前提とする。よって、国際事務局は、

口座の名義人に、残高が少なくなった時はすぐに、次回の支払には不十分な可

能性があるといった内容まで通報する。国際事務局に開設の口座について照会

の情報は、パートＤで述べている。 
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規則 34(4)      08.06      国際事務局へ手数料を支払うときは常に、支払いにかかる出願又
は登録を明らかにした表示を付し、支払の目的を明示しなければならない。こ

の情報には次のものを含むものとする。 
   －  標章の国際登録前である場合は、支払いにかかる標章、出願人名及び
可能であれば基礎出願又は基礎登録の番号 
   －  国際登録後である場合は、名義人名及び国際登録番号 
08.07      国際事務局に開設された口座以外から支払いを行う場合は、支払
いの額を明示するものとする。口座から支払う場合にはその必要はない。この

正しい額の引き落としのためには、国際事務局へ指示するだけで十分である

（公式様式に添付してある手数料計算シートの対応するボックスをチェック

する。）。事実、この方法による支払いの利点の一つに、出願人又は名義人の計

算した手数料が誤っているといった手続の欠陥のリスクを回避することがで

きるという点がある。引き落としのための適正な額を請求され、さらにその額

が指示された場合、国際事務局は示された後者の額でのみ処理し、正しい額を

引き落としし、指示をした当事者（出願人、名義人、代理人又は官庁）へ適宜

通報する。 
 
   支払日 
規則 34(6)        08.08      国際事務局は口座の手数料の引き落としの指示を受け、かつ、そ

の額が口座上で引き落しできることを確認した場合、その手数料は支払われた

ものと解釈される。すなわち、 
   －  国際出願又は事後指定の場合には、国際事務局が出願又はその指定を
受理した日、 
   －  変更の記録の申請の場合には、国際事務局がその申請を受理した日、 
   －  国際登録の更新の場合には、国際事務局が更新する旨の指示を受理し
た日。 
他の方法で支払が行われた場合又は当座口座の額が不十分であった場合、その

手数料は、国際事務局が請求した額を領収した日に、支払われたものと解釈さ

れる。 
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   手数料の額の変更 
規則 34(7)(a)     08.09      国際出願の請求を本国官庁が受理した日又は受理したと見なされ

る日（パラグラフ・ 08.01参照）と、国際事務局が出願を受理した日との間に、
国際出願に関する手数料が変更になった場合、相応する早い方の日付けに有効

であった手数料となる。 
規則 34(7)(b)    08.10   官庁を通じて事後指定が提出された場合で、官庁が事後指定を受

理した日と国際事務局がその指定を受理した日との間に、指定に関する手数料

が変更になった場合、相応する早い方の日付けに有効であった手数料となる。 
規則 34(7)(c)     08.11     更新料が、国際事務局に支払われた日と支払うべき日の間で、変更

された場合、 
   －  更新料が、支払うべき日の前３ヶ月以内に支払われる場合、手数料は
支払いの日において有効である手数料が適用される。 
   －  更新料が、支払うべき日の３ヶ月以上前に支払われる場合、支払は支
払うべき日の 3 ヶ月前に受け取られたものと解釈される。よって、手数料は
支払うべき日の 3ヶ月前に有効だった手数料が適用される。 
更新料が支払うべき日の後に支払われる場合、手数料が支払われるべき日に有

効であった手数料が適用される。 
規則 34(7)(e)     08.12     他のいかなる場合も、適用される手数料の額は、国際事務局が受理

した日に有効である額である。 
 

国際事務局に対する代理 
規則 3(1)(a)      09.01      出願人又は名義人は、国際事務局に対する行為に対する代理につ

いて、代理人を選任することができる。この代理人は、出願人の本国官庁に対

して選任している代理人と同じ場合もあれば、違う場合もあろう。 
09.02      共通規則、実施細則又は本ガイドにおける代理についての言及は、
すべて国際事務局に対する代理に関するもののみである。本国官庁又は指定締

約国官庁に対して代理人が必要であるかどうかという問題（例えば、このよう

な官庁から保護の拒絶が通報された場合）、このような場合誰が代理人として

の行為をするか、及びこのような場合の代理人の選任方法といった問題は、協

定、議定書、共通規則の範囲以外の問題であり、関連する締約国等の法律と運

用に支配されるものである。 
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 代理人の選任 

   住所に関する要件 
規則 3(1)(b)       10.01     代理人の住所は次の通りでなければならない。 

   －  国際出願が、その出願が支配されている条約（協定又は議定書）の締
約国の領域においてなされており、国際出願が協定と議定書の両方に支配され

る場合、その代理人の住所は協定又は議定書の締約国等の領域のどちらであっ

てもよい。 
   －  国際登録の場合、（いかなる条約に基づいてもとの国際出願がなされ
たかにかかわりなく）協定又は議定書又はその両方の締約国等の領域であって

もよい。 
この要件を満たさない場合、選任はなされなかったものと解される。（パラグ

ラフ 10.07参照） 
 
   選任の方法 
     国際出願、事後指定又は変更の記録の申請 
規則 3(2)(a)     10.02      国際出願においては、単に公式様式の該当項目に氏名と住所を記

入するだけで代理人を選任することができる。同様に、様式が名義人によって

署名されるか又は官庁を通じて提出される場合には、事後指定を提出するとき

又は変更の記録の申請を行うときにも、公式様式に氏名と住所を記入すること

により代理人を選任することができる。この方法で代理人が選任される場合、

他に必要とされる様式はない。特に委任状は国際事務局から求められることは

ない。 
     別個の通信 
規則 3(2)(b)      10.03      また代理人の選任は、随時、別個の通信により行うことができる。

このような別個の通信は、次のような方法により、国際事務局へ提出すればよ

い。 
   －  出願人、名義人又は代理人による場合。このような場合には、出願人
又は名義人の署名が必要である。 
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   －  名義人の締約国の官庁による場合。このような場合には、出願人又は
名義人、あるいはそれが提出された当該官庁のいずれかの署名が必要である。 
通信は簡単な手紙でよい。選任する者、選任された代理人、当該国際出願又は

国際登録を明記しておけば十分である。ただし、出願人又は名義人の便宜のた

め、代理人選任のための非公式の様式（ＭＭ１２）を国際事務局から入手する

ことは可能である。 
10.04      このような選任は、すべてが明確かつ個別的に特定されている場
合に、特定の国際出願又は国際登録に関係するものであるとみなされる。代理

人の選任について、国際事務局は、単に、同じ出願人及び名義人名におけるす

べての国際出願及び国際登録に関するものであるとする通信を受理すること

はできない。 
 
     １人のみの代理人 
規則 3(1)(c)＆(d)  10.05     国際事務局は、当該国際出願又は国際登録に関して１名の代理人

のみを認める。代理人を選任する書面に１名以上の代理人の氏名が表記されて

いる場合は、筆頭に表記されている者のみが選任されたものと解するものとす

る。しかしながら、パートナーシップ又は弁理士事務所、特許又は標章の代理

人が表記されている場合は、これらは単一の代理人であると見なすこととする。 
 
   欠陥のある選任 
規則 3(3)(a)    10.06     代理人の住所に関する要件（パラグラフ 10.01 参照）が満たされ

ていない場合、国際事務局はこの選任をなされなかったものとして処理し、適

宜、出願人又は名義人、代理人と称する者へ、選任が本国官庁を通じてなされ

たものであれば、当該本国官庁へ通報する。 
規則3(3)(b)    10.07     代理人の選任がパラグラフ10.02から05までの要件に従ってなさ

れたものでない場合、国際事務局はこれを欠陥のある選任と見なす。適宜、出

願人又は名義人、代理人と称する者へ、送付者が本国官庁であれば、当該本国

官庁へ通報する。 
規則 3(3)(c)    10.08     選任が欠陥がある、又はなされていないとみなされる場合、国際

事務局は、関連の通信をすべて出願人又は名義人へ送付する。 
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   選任の記録及び通報 
規則 3(4)(a)    11.01     選任が適切な条件を満たしていれば、国際事務局は、出願人又は

名義人は代理人を選任したという事実と、その代理人の氏名と住所を国際登録

簿に記録する。選任の効力発生日は、国際事務局が、選任を行ったという通信

（国際出願、事後指定、変更の記録の申請、別個の通信）を受理した日である。 
規則 3(4)(b)    11.02     国際事務局は、出願人又は名義人及び代理人の両方に、当該選任

が国際登録簿に記録されたという事実を通報する。当該選任が官庁を通して別

個の通信を用いてなされた場合、当該官庁にも通報する。 
 
   選任の効力 
規則 3(5)     11.03      規則で別段明らかに定めない限り、正規に登録された代理人は出

願人又は名義人に代わって、常時通報に署名し、あらゆる手続を遂行すること

ができる。代理人が国際事務局へ宛てた通報はすべて、出願人又は名義人が国

際事務局へ宛てたものと同じ効力を有することになる。同様に代理人が記録さ

れると、国際事務局は代理人に、すべての書状、通報、その他の通知を送付し、

代理人の不在時は、出願人又は名義人へ送付することになっている。このよう

な通報はすべて出願人又は名義人へ宛てたものと同じ効力を有する。 
11.04     代理人が選任されると、国際事務局は通常、直接出願人又は名義
人へ通報を送付しない。ただし、この規則には以下のようないくつかの例外が

ある。： 
規則 3(3)       －  国際事務局が代理人の選任に欠陥があると判断した場合、その旨を出

願人又は名義人、及び代理人と称する者の両方に通報する。 
A7条(4) 
P7 条(3)       －  保護期間の満了の６ヶ月前に、国際事務局は名義人及びその代理人の

両方に非公式の通報を送付する。 
規則 30(3)      －  更新のために支払われた手数料が不足している場合、国際事務局は名

義人及びその代理人の両方に通報する。 
 －  選任の取消を代理人が申請する場合、国際事務局は、取消が効力を生
ずる時までは、出願人又は名義人、及び代理人の両方に通報を送付する。（下

記参照） 
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11.05     これらの例外を除き、本ガイドにおいて出願人又は名義人へ送付
する、又は出願人又は名義人によりなされたものと言及している場合はいずれ

も、正規に登録された代理人へ送付する、又は正規に登録された代理人が行う

ことが認められたものについての言及であると解するものとする。 
 
   選任の取消 
規則 3(6)(a)    12.01     代理人の記録は、出願人、名義人又は代理人の署名をした申請が

受理されることにより取消される。取消は簡単な手紙を使用して申請すること

ができる。代理人の記録の取消は、代理人が正規に選任されていた同じ出願人

又は名義人のすべての国際出願又は国際登録を対象として効力を生じさせる

ことも、又はその出願人又は名義人に関する特定の国際出願と国際登録を対象

に効力を生じさせることも可能である。 
規則 3(6)(a)    12.02     また、新しい代理人が正規に選任されることにより、国際事務局

は職権で記録を取り消す。既に述べた通り(パラグラフ 10.06参照)、代理人は
常時一人のみ認められる。したがって、新しい代理人を選任した場合は、当然

に以前選任した代理人と交替したものとみなされる。 
12.03     また、名義人の変更の記録がなされた場合、国際事務局は職権に
より代理人の記録を取り消す。ただし、国際登録の新しい名義人によって代理

人が再選任されたことが明示されている場合はこの限りではない。 
規則 3(6)(b)    12.04     一般的な規則として、取消は、国際事務局が取消を指示する通報

を受理した日から有効となる。しかし、代理人によってその取消の申請がなさ

れた場合は、パラグラフ 12.05から 07までが適用される。 
 
    代理人の申請による取消 
規則 3(6)(c) 
規則 3(6)(d)    12.05     国際事務局は、代理人から代理人選任の記録の取消の申請を受      

理した場合、直ちに出願人又は名義人にその事実を通報し、また、これには、

通報日前６ヶ月間に、代理人へ送付したか、又は代理人から受け取った通知の

すべての写しが含まれる。取消の効力発生日は以下の場合の内、早い方になる。 
 －  国際事務局が新しい代理人を選任する旨の通信を受け取る日 
 －  国際事務局が、代理人から、代理人選任の記録の取消を申請する通知
を受け取った日から数えて 2ヶ月の期間が終了する日
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12.06     取消が有効となるまで、通常代理人のみにあてる通報はすべて代
理人と出願人又は名義人の両方に宛てて送付される。よって、依頼人に知らせ

ることなく又は依頼人の意思に反して代理人が代理人選任の記録の取消を申

請した場合でも、出願人又は名義人の利益は保護されることとなる。 
 
    取消の通報 
規則 3(6)(e)    12.07     代理人選任の取消が有効となった場合、国際事務局は取消とその効

力発生日を、記録を取消された代理人、出願人又は名義人、そして代理人の選

任が官庁を通して行われた場合は官庁へも通報する。以降の通報はすべて、新

しい代理人、又は新しい代理人が記録されていない場合は出願人又は名義人へ

送付される。 
 
   記録の手数料の不要 
規則 36(i)    12.08     代理人選任の記録、代理人に関する変更の記録、代理人選任の記録

の取消に関しては、手数料の支払いは免除されている。 
 


